
別紙（10－3）

番号

8,303,090

10,215,684

15,745,005

14,282,774

39,561

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

24年度概算要求額

43,991

21年度 23年度

2-3

6,442,208

017,427,909
補 正 予 算 （ 千 円 ）

0

5,529,321

22年度

△ 10,269,516

13,600,601

20年度

7,658,155

745,421

△ 444,358

高齢者、障害者を含むすべての人々が安心して生活することができるよう、一体的・総合的なバリアフリー化等を推進するため、統計等によりその達成
度合いを測定している。

特になし

評価結果を踏まえ、引き続きバリアフリー化を推進するために必要な経費を要求することとした。

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

7,959,218

評価方式総合的なバリアフリー化を推進する政策名

7,695,082

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般会計 国土交通本省 -

Ａ 2 一般会計 地方運輸局 -

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

総合的なバリアフリー社会の形成の推進に必要な経費

項

総合的バリアフリー推進費

総合的バリアフリー推進費 総合的なバリアフリー社会の形成の推進に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

政策名

の内数

小計

予算額

合計

総合的なバリアフリー化を推進する 2-3

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

23年度
当初予算額

19,047

24,944

事項

小計

43,991

の内数 の内数

の内数

43,991

の内数

24年度
概算要求額

19,677

19,884

39,561

の内数

の内数

の内数

の内数

の内数

39,561



別紙（10-3）

【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 2-3
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

合計

予算額

総合的なバリアフリー化を推進する

該当なし

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 



初期値 目標値

19年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 24年度

50,997ha 48,663ha 50,997ha 55,412ha 64,105ha 65,111ha 約70,000ha

- - - - -

初期値 目標値

19年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

51% - 51% 60% 68% 77%（暫定値） A-2 約75%(24年度)

67.5% 63.1% 67.5% 71.6% 77.2% 集計中 B-1 100%(22年度)

90.9% 88.3% 90.9% 92.9% 94.7% 集計中 A-1 100%(22年度)

44.0% 41.0% 44.0% 46.0% 47.0% 集計中 A-2 約5割(22年度)

- - - - -

初期値 目標

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 22年度

　　①低床バス車両 27.8% 33.1% 37.5% 41.7% 45.8% 集計中 B-1 65%

　　②ノンステップバス車両 14.8% 17.7% 20.3% 23.0% 25.8% 集計中 A-2 30%

　　③福祉タクシー 8,504台 9,651台 10,514台 10,742台 11,165台 集計中 B-1 18,000台

- - - - -

初期値 目標

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 22年度

　　①鉄軌道車両 -(32.1%) 20.0% 26.5% 41.3% 45.7% 集計中 A-1 50%

　　②旅客船 8.0% 11.5% 14.1% 16.4% 18.0% 集計中 B-1 50%

　　③航空機 47.0% 54.4% 59.9% 64.3% 70.2% 集計中 A-1 65%

- - - - -

初期値 目標

19年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 24年度

24,043人 18,301人 24,043人 30,381人 39,342人 49,251人 約50,000人

- - - - -

初期値 目標

19年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　　①園路及び広場 約44%(19年度) 約42% 約44% 約45% 約46% 集計中 A-2 約5割(24年度)

　　②駐車場 約32%(18年度) 約32% 約34% 約36% 約38% 集計中 A-2 約35%(22年度)

　　③便所 約25%(18年度) 約25% 約27% 約29% 約31% 集計中 A-2 約30%(22年度)

- - - - -

初期値 目標

19年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 24年度

33% 28% 33% 37% 40% 集計中 約50%

- - - - -

実績値
評価

業績指標

８　主要な駅などを中心に連続
したバリアフリー化を行う重点
整備地区の総面積

実績値

評価

年度ごとの目標値

13　園路及び広場、駐車場、便所が
バリアフリー化された都市公園の
割合

年度ごとの目標値

高齢者、障害者を含むすべての人々が安心して生活することができるよう、一体的・総合的なバリアフリー化等を推
進する。

施策目標の評価、達成
状況及び今後の方向性

施策目標の評価 「おおむね順調である」

施策目標の達成状況
及び今後の方向性

  バリアフリー化については、旅客施設、建築物等の整備に対する補助等の支援、
市町村が作成する基本構想の作成促進等により、目標達成に向けて着実に進んで
いる。一方、構造等の制約により整備が困難な施設の顕在化、地方部への展開に
対する要請などの課題もあり、バリアフリー施策は道半ばの状況にある。
  このため、平成22年度末にバリアフリー法に基づく基本方針を改正したところ。平
成23年度においては、これを踏まえて、目標値が平成22年度末までとなっている業
績指標を見直し新たな指標を設定するとともに、各施設等の整備に対する補助等
の支援の拡充や基本構想作成の更なる促進等により、バリアフリー化を推進する。

施策目標個票
（国土交通省22－③）

施策目標 総合的なバリアフリー化を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

　   ③視覚障害者誘導用ブロックを
　　　  整備した旅客施設の割合

評価

A-2
年度ごとの目標値

実績値

評価

A-2
年度ごとの目標値

実績値
評価

年度ごとの目標値

評価

年度ごとの目標値

10　低床バス車両・ノンステップバス
車両の導入割合及び福祉タクシーの
導入数

年度ごとの目標値

11　バリアフリー化された鉄軌道
車両、旅客船、航空機の割合

14　バリアフリー化された路外
駐車場の割合

実績値
評価

A-2

９　公共施設等のバリアフリー化率

　　 ①特定道路におけるバリアフリー
        化率

　   ②段差解消をした旅客施設の割合

実績値

12　ハード対策を支えるソフト
対策としてのバリアフリー教室
の参加人数

実績値

　　 ④不特定多数の者等が利用する
　　　 一定の建築物のバリアフリー化
        率



初期値 目標

15年度 15年度 20年度 22年度 22年度

　　①一定のバリアフリー化 29.0% 29.0% ･･･ 36.9% ･･･ - B-1 56%

　　②高度のバリアフリー化 6.7% 6.7% ･･･ 9.5% ･･･ - B-1 17%

- - -

初期値 目標

15年度 15年度 20年度 22年度 22年度

10% 10% ･･･ 16% ･･･ - 19%

- - -

初期値 目標

15年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 22年度

12% 12% 14% 15% 14% 集計中 30%

- - - - -

20年度 21年度 22年度 23年度

7,658 6,442 5,529 44

746 17,428 0 0

1,768 2,213 12,482 0

10,172 26,083 18,011 44

7,695 8,303

2,213 12,482

264 5,298

担当部局名

総合政策局
関係局：大臣官房（官
庁営繕部）、都市局、
道路局、住宅局、鉄
道局、自動車局、海
事局、港湾局、航空

局

作成責任者名
総合政策局

安心生活政策課
（課長　東井　芳隆）

政策評価実施時期 平成２３年９月

不用額（百万円）

学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会を開催（平成23年７月７日）
【意見等】

※上記のほか、社会資本整備総合交付金（22年度：2,200,000百万円、23年度：1,753,870百万円の内数）がある。

執行額（百万円）

翌年度繰越額（百万円）

補正予算（b）
(23年度は1次補正まで記載)

前年度繰越等（c）
(23年度への繰越は未記載)

合計（a＋b＋c）

B-1
年度ごとの目標値

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分 24年度要求額

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）

業績指標

17　不特定多数の者等が利用
する一定の建築物（新築）のう
ち誘導的なバリアフリー化の基
準に適合する割合

実績値
評価

16　共同住宅のうち、道路から
各戸の玄関まで車椅子・ベビー
カーで通行可能な住宅ストック
の比率

実績値
評価

A-1
年度ごとの目標値

評価

年度ごとの目標値

15　高齢者（６５歳以上の者）の居
住する住宅のバリアフリー化率

実績値


